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令和４年度 企業局事業執行方針 

 

１．経営の基本 

  （１）安全で安心な水を安定的・継続的に供給すること 

  （２）時代のニーズに即した事業を実施すること 

  （３）公営企業として常に健全経営をめざすこと 

 

２．事業執行方針 

○人口減少により水需要が減少し、経営環境が厳しさを増す中、県民のライフラインである水 

を安定的・継続的に供給するとともに、企業立地等による地域振興を図るため、『企業局経営 

戦略』を踏まえ５つの方針を定め、事業を推進する。 

  （１）水道事業の経営基盤強化に向けた広域化等の推進 

（２）安定的に工業用水を供給できる事業環境の整備 

（３）デジタル化の推進と新技術の導入 

（４）大規模災害に備えた危機管理対策の強化 

（５）新たな工業団地の整備等による地域振興 

 

３．主要事業 

（１）水道事業の経営基盤強化に向けた広域化等の推進 

①県南西広域水道用水供給事業の統合による施設等の整備 

・管路の実施設計及び整備（R3 年度～） 

②県中央広域水道用水供給事業における浄水場の適正配置等の検討 

 ・浄水場等最適化計画策定業務委託 

③鹿行広域水道用水供給事業における浄水場の適正配置等の検討 

・鰐川浄水場の浄水機能廃止に向けた施設整備のための実施設計 

④市町村自己水源（表流水・地下水）から県水道用水への転換促進 

・新たに需給契約を締結した市町村等に対する基本料金の一部減額 

⑤安定的・効率的な浄水場の運転管理体制の確立 

・公益財団法人茨城県開発公社への運転管理業務委託 

 ⑥水道普及率の向上と普及啓発活動の充実 

・水道加入促進策を実施する市町村等に対する使用料金の一部減額 

⑦新治浄水場の浄水機能廃止に向けた施設整備 

・新治給水系の送水管整備 

 

（２）安定的に工業用水を供給できる事業環境の整備 

①安定的・効率的な浄水場の運転管理体制の確立 

・公益財団法人茨城県開発公社への運転管理業務委託 

・那珂川浄水場の運転管理業務・保全業務の一体的な民間委託（R1 年度～R5 年度） 

②新規受水企業を対象とした優遇制度の推進 

・県南西広域工業用水道事業における管路整備費の一部免除 

 

新規 

※「企業局経営戦略」 

水道施設の被災や老朽化による更新

需要の拡大、人口減少等の社会経済

情勢の変化に対応し、将来にわたり

安定的に事業を継続していくため、

H27 年 3 月策定（H30 年 3 月改定）。 

  計画期間は 10 年間（R6 年度まで）。 
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（３）デジタル化の推進と新技術の導入 

①施設管理の効率化に向けたデジタル化の積極的な推進 

・工業用水スマートメーター導入（R4 年度～R5 年度） 

・中央監視設備遠隔監視システム導入（R4 年度） 

②霞ヶ浦浄水場への新たな高度浄水処理施設の整備 ＜全国初＞  

・オゾン促進酸化処理施設の整備（R2 年度～R5 年度） 

 

（４）大規模災害に備えた危機管理対策の強化 

①管路の耐震化の推進 

・管路の耐震化（H24 年度～R6 年度） 

②広域水道事業間のバックアップ体制の強化 

・水戸浄水場・鹿島浄水場間の緊急連絡管の整備（H28 年度～R5 年度） 

③老朽化施設の計画的な改築及び設備更新 

・涸沼川浄水場の設備更新 

・鹿島浄水場の中央監視制御設備更新 

・水海道浄水場の設備更新に係るバックアップ施設整備のための実施設計 

④災害対策訓練の充実 

・水道事務所等における情報伝達及び漏水等対応訓練の実施 

・大規模災害に備えた他部局との合同での災害対策訓練の実施 

⑤大規模災害時における広域連携の強化 

・大規模災害を想定した東京都との連携による他事業体からの救援隊の受入れと活動支援の訓練 

 

（５）新たな工業団地の整備等による地域振興 

①圏央道沿線地域における新たな工業団地の整備 

・つくばみらい福岡地区土地造成事業における造成工事等 

・新たな産業用地造成事業（坂東山地区）における基本・実施設計、用地取得等 

②既存工業団地における未造成地の整備 

・江戸崎工業団地第５号画地の造成工事、分譲 

③市町村等と連携した工業団地の立地企業に対するフォローアップ 

  ・個別訪問による立地企業のニーズの把握  

新規 

新規 

新規 

新規 
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１　企業局の組織（令和４年４月１日現在）

公営企業管理者 175名
企業局長 (６名)

注１） ( )は再任用職員数で内数

水質管理センター

5名

14名

(1名)

18名 (1名)

4名

※

(1名)

注２） 各浄水場における施設の運転管理等の業務については、開発公社への業務委託により
   実施。（令和４年度予算額：1,537百万円・開発公社水道事業：233名）

4名

17名

4名

19名

4名

阿見浄水場

鹿行水道事務所(鹿島浄水場)

鰐川浄水場

県西水道事務所(関城浄水場)

新治浄水場

水海道浄水場

県中央水道事務所(水戸浄水場)

       (那珂川浄水場)

涸沼川浄水場

利根川浄水場

県南水道事務所(霞ヶ浦浄水場) 21名 (1名)

4名

本局

出先機関

※出先機関へ

次長

総務課 19名

総務課企画経営室 8名

業務課 14名

19名

(1名)

(1名)施設課
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（単位：千円）

 事業名 差引

収益的収入 19,907,753 収益的支出 19,001,218 906,535

（主なもの） （主なもの）

料金収入 17,657,192 維持管理費 10,323,070

長期前受金戻入 1,896,099 減価償却費等 7,619,826

一般会計補助金 124,290 企業債の利息 555,407

資本的収入 5,617,074 資本的支出 14,263,306 △ 8,646,232

国庫補助金 946,716 施設建設及び改築費等 8,691,142

企業債 3,201,700 企業債の償還金等 3,066,350

出資金等 1,420,216 水源負担金 900,198

収益的収入 13,564,216 収益的支出 12,039,206 1,525,010

料金収入等 12,247,354 維持管理費 5,961,015

長期前受金戻入 1,259,715 減価償却費等 5,428,080

一般会計補助金 51,818 企業債の利息 170,261

資本的収入 1,962,100 資本的支出 6,770,297 △ 4,808,197

国庫補助金 75,600 施設建設及び改築費等 3,488,931

企業債 1,886,500 企業債の償還金 2,478,888

水源負担金 300,551

収益的収入 収益的支出

　土地造成事業収益的収入 47,303 　土地造成事業収益的支出 82,493 △ 35,190

土地賃貸料 47,249 一般管理費 41,796

負担金 38,280

企業債等の利息 117

資本的収入 資本的支出

　土地造成事業資本的収入 13,398,825 　土地造成事業資本的支出 14,413,019 △ 1,014,194

企業債 12,803,200 委託料 12,813,900

受託工事収入 385,000 造成費 1,489,000

収益的収入 33,519,272 収益的支出 31,122,917 2,396,355

資本的収入 20,977,999 資本的支出 35,446,622 △ 14,468,623

合計 54,497,271 合計 66,569,539 △ 12,072,268

※資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額14,468,623千円は、損益勘定留保資金等で補填する。

計

収入の部

２　令和４年度予算の概要

支出の部

水
道
用
水
供
給
事
業

工
業
用
水
道
事
業

地
域
振
興
事
業
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３ 水道用水供給事業の概要 

 

水道用水供給事業の概要                             （令和 4年 4月 1日現在） 

名  称 
県南西広域水道 

用水供給事業 

鹿行広域水道 

用水供給事業 

県中央広域水道 

用水供給事業 
合計 

給水対象 

市町村等 

１９市町村 

１企業団 
５市 

１０市町村 

1 企業団 

３３市町村 

２企業団 

施設能力 

（ ）:計画水量 

386,075 ㎥/日 

（386,075 ㎥/日） 

108,000 ㎥/日 

（108,000 ㎥/日） 

78,000 ㎥/日 

（240,000 ㎥/日）

572,075 ㎥/日 

（734,075 ㎥/日） 

契約水量 

（ ）:未契約水量 

360,275 ㎥/日 

（25,800 ㎥/日） 

84,000 ㎥/日 

（24,000 ㎥/日） 

58,155 ㎥/日 

（19,845 ㎥/日） 

502,430 ㎥/日 

（69,645 ㎥/日） 

基本料金〔月額〕 
旧県南 1,290 円/㎥ 

旧県西 1,850 円/㎥ 
1,500 円/㎥ 2,020 円/㎥ ― 

使用料金 
旧県南 45 円/㎥ 

旧県西 61 円/㎥ 
54 円/㎥ 65 円/㎥ ― 

主な水源 
霞ヶ浦開発、八ッ場ダム、 

渡良瀬遊水池、湯西川ダム 
霞ヶ浦開発 

霞ヶ浦導水、 

飯田ダム 
― 

給水開始 昭和 35 年 12 月 昭和 43 年 8月 平成 4年 1月 ― 
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４ 工業用水道事業の概要 

 

工業用水道事業の概要                                （令和 4年 4月 1日現在） 

名  称 
那珂川工業 

用水道事業 

鹿島工業 

用水道事業 

県南西広域工業 

用水道事業 

県央広域工業 

用水道事業 
合計 

給水区域 ２市 ２市 １６市町 ３市村 ２２市町村 

給水先 ６社９事業所 67 社 74 事業所 137 社 150 事業所 13 社 16 事業所 223 社 249 事業所 

施設能力 

（ ）:計画水量 

76,680 ㎥/日

（76,680 ㎥/

日） 

885,000 ㎥/日 

（960,000 ㎥/日） 

125,000 ㎥/日 

（165,000 ㎥/日） 

46,000 ㎥/日 

（62,000 ㎥/日）

1,132,680 ㎥/日 

（1,263,680 ㎥/日） 

契約水量 

（ ）:未契約水量 

73,850 ㎥/日

（2,830 ㎥/日） 

804,463 ㎥/日 

（80,537 ㎥/日） 

100,923 ㎥/日 

（24,077 ㎥/日） 

37,770 ㎥/日 

（8,230 ㎥/日）

1,017,006 ㎥/日 

（115,674 ㎥/日） 

料金 20 円/㎥ 
1・2 期 20 円/㎥ 

 3 期 45 円/㎥ 
93 円/㎥ 56 円/㎥ ― 

主な水源 那珂川自流 霞ヶ浦開発 霞ヶ浦開発 霞ヶ浦導水 ― 

給水開始 昭和 41 年 10 月 昭和 44 年 2月 昭和 63 年 4月 平成 13 年 10 月 ― 
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５ 地域振興事業の概要 

（１）阿 見 東 部 工 業 団 地 の 概 要 

区 分 事 業 の 内 容 区 分 事 業 の 内 容 

事 業 名 阿見東部土地造成事業 事 業 手 法 
首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関

する法律による工業団地造成事業 

所 在 地 稲敷郡阿見町星の里地内 

事 業 経 過 

都市計画決定（平成 7年 5月）、 

都市計画事業認可（平成 9年 10 月）、 

造成事業（平成 9年度～14 年度）、 

分譲開始（平成 13 年度～） 
面 積 

総面積 64.7ha／分譲面積 47.3ha／ 

企業立地面積 47.3ha（18 社［立地率 100％］） 

事 業 費 約 222 億円 ア ク セ ス 都心から 50km 圏内、圏央道阿見東 IC から 2km 
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（２）江 戸 崎 工 業 団 地 の 概 要 

区 分 事 業 の 内 容 

事 業 名 稲敷土地造成事業 

所 在 地 稲敷市江戸崎みらい地内 

面 積 総面積 43.0ha／分譲面積 29.4ha／企業立地面積 29.4ha（8 社［立地率 100％］） 

事 業 費 約 52 億円 

事 業 手 法 県による開発行為 

事 業 経 過 造成工事開始（平成 22年 8月）、分譲開始（平成 23 年 6月） 

ア ク セ ス 都心から 50km 圏内、圏央道稲敷 IC から 1.5km 

備 考 
これまで未造成だった第 5号画地については、令和 4年 1月 24 日に（株）ＳＨＯＥＩと売買契約を締結し、 

造成工事完了後、令和 5年 7月を目途に引き渡す予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 第５号画地 

→（株）ＳＨＯＥＩと売買契約を締結（R4.1.24） 
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（３）圏 央 道 イ ン タ ー パ ー ク つ く ば み ら い の 概 要 

区 分 事 業 の 内 容 

事 業 名 つくばみらい福岡地区土地造成事業 

所 在 地 つくばみらい市福岡、中原、南、田村地内 

面 積 総面積 70.3ha／分譲面積 60.5ha 

事 業 費 約 200 億円 

事 業 手 法 県による開発行為 

事 業 経 過 事前エントリー（公募）開始（令和 4年 1月） 

ア ク セ ス 
都心から 40km 圏内、常磐道谷和原 IC から約 6km、谷和原 IC から約 8km、(仮称)つくばみらいｽﾏｰﾄ IC から約 4km 

圏央道(仮称)つくばｽﾏｰﾄ IC から約 5km 

スケジュール 
令和 4年度：造成工事着手、立地企業の決定、土地売買契約等の締結 

令和 5年度：造成工事完了、確定測量、土地引渡し 

 

 

土地利用計画平面図 ※現在一部用地は買収交渉中 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

区画③ 

9.4ha 

区画① 

4.0ha 

区画② 

9.9ha 

区画⑥ 

33.0ha 

区画⑤ 

3.3ha 

区画④ 0.9ha 

今回公募からは除く 

南・中原線 

東
楢
戸
・
台
線 

中
原
線 
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（４）坂 東 山 地 区 土 地 造 成 事 業 の 概 要 

区 分 事 業 の 内 容 

事 業 名 坂東山地区土地造成事業 

所 在 地 坂東市山、逆井、生子、生子新田、菅谷地内 

面 積 総面積 約 73ha／分譲面積 約 59ha 

事 業 費 約 194 億円 

事 業 手 法 県による開発行為 

ア ク セ ス 都心から 50km 圏、圏央道坂東 ICから約 4km、境古河 IC から約 5km 

スケジュール 

令和 4年度：用地買収、測量調査設計、開発許可手続き、事前エントリー（公募） 

令和 5年度：造成工事着手、立地企業の決定、土地売買契約等の締結 

令和 6年度：造成工事完了、確定測量、土地引渡し 

 

位置図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 13 -



水源 浄水場 処理方法
霞ヶ浦浄水場 生物処理+粒状活性炭処理※
関城浄水場 粒状活性炭処理
新治浄水場 粒状活性炭処理
阿見浄水場 粒状活性炭処理

北浦 鹿島浄水場 粒状活性炭処理

霞ヶ浦

※令和5年度末に「オゾン+粒状活性炭処理」を開始予定

６ 浄水場のしくみ
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水源 浄水場 処理方法
鰐川 鰐川浄水場 粒状活性炭処理
涸沼川 涸沼川浄水場 粒状活性炭処理
利根川 利根川浄水場 オゾン+粒状活性炭処理※
利根川
鬼怒川

水海道浄水場 オゾン+粒状活性炭処理

※「オゾン+粒状活性炭処理」は1/2系列のみ
- 15 -



７ 水質検査の概要 

 

 (1)水質検査体制 

水質検査の種類 試験機関 検査内容 

１ 定期水質検査     

  

(1) 取水原水 

   水質検査 

水質管理センター 

各浄水場 
水質基準項目、農薬、かび臭を主に全項目を検査 

(2) 水処理工程 

   水質検査 

水質管理センター 

各浄水場 
かび臭やトリハロメタン等を検査 

(3) 浄水 

水質検査 
水質管理センター 水質基準項目、水質管理目標設定項目及び要検討項目等を検査 

(4) 配水池 

水質検査 
水質管理センター 水質基準項目を中心に検査 

２ 日常水質検査 各浄水場 
色度、濁度及び残留塩素をはじめ、pH 値、塩化物イオン等、 

水質管理上必要とされる項目を検査 

※検査計画：水質基準に関する省令（H16.4.1 施行、R2.4.1 一部改正）に基づき年間の水質検査計画を策定。 

  検査結果の公表：水質基準項目については、検査結果を企業局のホームページで翌月に公表。その他の項

目は、年 1 回水質年報として公表。 
 

(2)検査項目 

①水質基準 

 Ⅰ.水質基準項目（51 項目）・・・※全ての水道水に一律に適用される基準項目。 

   ・人の健康の保護の観点から設定されている項目（31 項目：No.1～31）。 

   ・水道水として生活利用上障害が生じるおそれの有無の観点から設定されている項目（20 項目：No.32～ 

51） 

 Ⅱ.水質管理目標設定項目（27 項目・水質管理上留意すべき項目）・・・※水質基準を補完する項目。 

140 項目（農薬類 1 項目＝114 種の農薬とした場合）。 

   ・浄水中で一定の検出の実績があるが毒性の評価が暫定的であるもの。 

   ・現在まで浄水中では水質基準とする必要があるような濃度で検出されていないが、今後、目標値を超え

て検出される可能性があるもの。 

 Ⅲ.要検討項目（45 項目） 

   ・毒性が定まらない若しくは浄水中の存在量が不明等の理由から、水質基準項目及び水質管理目標設定

項目のいずれにも分類できない項目。合計 236 項目（農薬類 1 項目＝114 種の農薬とした場合） 

②水道水源監視のための水質検査 

   河川・湖沼の BOD、COD、栄養塩類、藻類等。 

③水道水等の放射性物質の検査 

   放射性ヨウ素、放射性セシウム。 
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 (3)水道 GLP（水道水質検査優良試験所規範） 

   企業局水質管理センターは、平成 21 年 2 月 24 日に（公社）日本水道協会から「水道 GLP 認定検査機関」

として認定された。茨城県内の検査機関では初の認定取得となる。令和 3 年 8 月には認定の更新が認められ

た。 

これにより、企業局全浄水場（10 浄水場）から供給している水道水の水質検査について、第三者機関から

高い検査精度と信頼性が保証される。 

 

 ＜認定内容＞ 

 ・認 定 日：令和 3 年 8 月 24 日（初回認定 平成 21 年 2 月）  

 ・認定範囲：水質基準 51 項目 

水道水・浄水 

 ・認定番号：JWWA-GLP045 

 

 

 水道 GLP（水道水質検査優良試験所規範） 

   水質検査の信頼性保証システムのひとつ。 

   水質検査を行う機関が必要な技術力と品質管理能力を兼ね備えているかについて、（公社）日本水道協会

が審査し、認定を行う。GLP とは、「Good Laboratory Practice」の略称で、「優良試験所規範」の意味であり、

水道水質検査以外にも、食品、医薬品などの分野での GLP が定められている。 
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◆ 改築・更新事業 ◆  主なもの

上水 工水

霞ヶ浦浄水場・Ⅱ期改築 土木・電気・機械設備 S42.4 － 11,625

阿見浄水場 中央監視制御設備 H7.4 H9.7 2,300

関城浄水場 中央監視制御設備 H6.11 H8.4 2,006

水戸浄水場 中央監視制御設備 H7.7 － 1,502

那珂川浄水場 中央監視制御設備 － 900

涸沼川浄水場 電気・機械設備 H4.1 － 3,500

浄水場名 内 容
給水開始 事業費

（百万円）

S41.10
H13.10

水道施設の整備については、企業局の経営の基本である「安全で安心な水を安定的に供給す
ること」に基づき、中長期的な財政収支の見通しを考慮したうえで、計画的・効率的に施設の
改築・更新や耐震化、浸水対策などを進め、強靱化を図っております。

○企業局が所管する11浄水場では、電気・機械設備の耐用年数（法定16年）が経過し、老朽
化が進んでいる状況にあります。

○中長期的な財政収支の見通しを考慮した「施設更新計画」を策定し、計画的・効率的に施
設の改築・更新事業を進めております。

１．老朽化施設の計画的な改築・更新

８ 水道施設の整備について

【中央監視制御設備の更新イメージ】
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＜①施 設＞

地震時においても水道施設の機能を維持することを目的として、耐震診断等を踏まえた
「耐震化計画」に基づき、震災対策を進めております。

○平成12年度から、「第１次耐震化事業」として、人的被害の発生を防止するため、職員
が常駐する浄水場の管理本館の耐震補強等を優先的に行いました。

○平成26年度からは、「第２次耐震化事業」により、その他の建築物の耐震補強や災害時
に応急給水を行うための広域水道事業間を結ぶ緊急連絡管の整備などを、令和５年度の
完了を目指し進めております。

【建築物の耐震補強イメージ・内部】
【建築物の耐震補強イメージ・外壁】

２．水道施設の耐震化

◆ 第２次耐震化事業 ◆   事業期間：平成26年度～令和5年度

項目 浄水場名 内 容
事業費

（百万円）

利根川浄水場 送水ポンプ棟 他1棟

鹿島浄水場 送水ポンプ棟 他1棟

鰐川浄水場 取水ポンプ棟 他3棟

霞ヶ浦浄水場 木原取水ポンプ棟

阿見浄水場 φ1000 L=100m

利根川浄水場 φ1200 L=200m

鹿島浄水場 φ1500 L=200m

霞ヶ浦 ～ 新治 φ400 L=12.5km

利根川 ～ 水海道 φ400 L= 9.6km

鹿島 ～ 水戸 φ300 L=10.9km

計 7,200

715

1,280

事業間

緊急連絡管
5,205

建築物

耐震補強

場内配管

耐震補強
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＜②管 路＞

東日本大震災による被害状況を踏まえて策定した、「管路更新事業化計画(平成24年度)」
に基づき、地盤の液状化の危険度が高い区間の耐震化を優先的に進めております。

地震時においても管の継ぎ手が離脱しない耐震管に更新

地震時における管の離脱による漏水

＜管路耐震化のイメージ図＞

＜管路の離脱（東日本大震災）＞ ＜耐震管の布設状況＞

◆ 管路更新（耐震化）事業 ◆   事業期間：平成24年度～令和6年度

H24時点 R3末見込 R6(目標)

上 水 773.9 417.6 161.2 26,983 54.0 65.9 74.8

工 水 563.8 171.1 165.3 37,162 30.3 45.7 59.7

計 1,337.7 588.7 326.5 64,145 44.0 57.4 68.4

事業費

（百万円）

耐震化率（％）
種 別

管路延長

(km）

耐震化済延長

(km）

更新延長

(km）
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◆ 浸水対策事業 ◆   事業期間：平成28年度～令和3年度

水戸取水場

など24施設

・開口部の閉塞、防水

・設備の高所化など

・R3末時点で22施設が完了

・残る２施設を整備中
1,600

対象施設 事業内容 実施状況
事業費

（百万円）

＜防火扉設置状況＞

○ハザードマップから浸水被害が想定される企業局所管の水道施設は24施設あり、この
うち、平成27年の関東・東北豪雨で被害を受けた３施設を含め、22施設の浸水対策が
完了しております。

○残る２施設についても、今年度前半の完了に向け、整備を進めております。

３．水道施設の浸水対策

４．水道施設の停電対策

○大規模災害による停電時においても、確実に電力を確保し、浄水場の水処理及び送水を
継続するため、順次、非常用自家発電設備の導入を行っております。

＜鹿島浄水場 非常用自家発電設備＞

＜浸水対策イメージ＞
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企業局では、人口減少などで社会情勢が大きく変化する状況においても安定的に水道事業を継続する

ため、課題となる「維持管理費用の増大」と「技術職員の減少」の解決を目的として、令和３年９月 30

日付けで「企業局ＤＸ推進計画」を策定し、ＡＩやＩｏＴ技術を活用した業務改善を進めています。 

 
 

 

① 管路の余寿命診断 

企業局保有の管路データと土壌地質データ等

から管路腐食の進行をＡＩ解析し、短期間かつ

安価に管路の老朽度評価を実施。評価結果を活

用し、管路更新事業化計画を策定する予定。 

 

② 機器状態診断 

 那珂川浄水場でポンプの劣化状態をＡＩ診断

手法により数値化することを目指して基礎デー

タを収集。将来的に修繕・更新周期を最適化す

るための指標として活用を目指す。 

 

 

 

 
 

③ 巡視点検のタブレット端末導入 

 紙で実施している浄水場点検及び管路点検の

結果を電子化する取り組みを推進。将来、機器

修繕・更新の基礎データとして活用を目指す。 

④ 設備管理台帳の更新 

 改正水道法に対応するため設備管理台帳を整

備済みであるが、既存のシステムは陳腐化して

いるうえ、データ連携に対応できず、将来的な

DX 推進の支障となるため、データ連携が可能

なシステムへの更新を予定。 

⑤ 工業用水スマートメーター導入 

 工業用水の検針に遠隔無線検針を導入し、検

針業務の削減、工水受水企業の負担軽減及び受

水量データ収集の迅速化する。鹿島工水に先行

導入する計画で調査設計業務を実施。 

 

 

 

 

 

 

⑥ 中央監視画面の遠隔監視システム構築 

 大規模災害や新型コロナ感染者発生時などに、

浄水場の勤務者を外部から支援可能とするため、

中央監視画面を遠隔監視できるシステムを安価

に構築。令和４年１月より先行運用開始済み。 

 

 

 

 

 

 

⑦ 浄水場紹介コンテンツ（ＶＲ浄水場）の構築 

 ＶＲ技術を活用した浄水場のモデル化により、

見学対応、処理フローの理解容易化及び事故等

の運転シミュレーションへの活用を目指す。 

 

 

 

 

 

９ 企業局のＤＸ推進計画について 

現 在 の 推 進 状 況 
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 企業局では、令和５年度までの短期的なスケジュールを定め、DX を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業局では、「企業局ＤＸ推進チーム」を組織し、関係部署・関係機関と連携しながらＤＸを推進して

います。また、(株)ＪＥＣＣなど外部機関にもアドバイザーを依頼し、意見聴取を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企 業 局 Ｄ Ｘ 推 進 体 制 

7 ＶR浄水場の構築

令和３年度

3
巡視点検データの

電子化

4
設備管理台帳の

更新

5
自動検針システム
（スマートメーター）

導入

6
中央監視画面の
遠隔監視システム

構築

No. 項目
年度

令和４年度 令和５年度

1 管路更新事業化計画

2 更新周期の最適化

発注準備 構築業務 HP公開、視察及び見学に活用

診断業務 整合性検証 診断結果を活用して管路更新事業化計画を策定

センサ

追加 評価方法検証 マネジメント対象機器の拡大

導入準備 試験導入 県南・県中央で先行導入 全浄水場で運用開始

発注準備 調査設計業務 導入工事（鹿島工水） 導入工事（鹿島工水）

発注仕様の検討 システム更新 全浄水場で運用開始

実証試験 先行運用開始 全浄水場に展開 災害対応等に活用

企 業 局 Ｄ Ｘ 推 進 ス ケ ジ ュ ー ル 
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10 独占禁止法違反に係る活性炭販売業者への損害賠償請求訴訟 

 

令和元年11月22日、公正取引委員会において、地方公共団体が浄水場等で使用する活

性炭販売業者に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の規定に基づき、

排除措置命令及び課徴金納付命令が行われた。 

企業局は活性炭販売業者に対し、令和３年３月10日付けで損害賠償請求及び令和３年

４月15日付けで督促を行ったが、納付がなかったことから、下記により損害賠償請求訴

訟を提起した。 

 

 

記 

 

 

○訴訟提起日    令和３年11月24日（水） 

 

○提訴裁判所    水戸地方裁判所 

 

○訴訟の相手方   本町化学工業株式会社 外９名 

 

○訴訟名及び件数  損害賠償請求訴訟 ９件（※１） 

（※１）本訴訟は、企業局の本局契約分１件及び各浄水場分８件、 

全９件として訴訟を提起。 

 

○請求額      2,498,029,770円（※２） 

（※２）請求額は、当該不法行為により形成された現実の落札 

価格から、不法行為がなければ形成されたであろう落札 

価格を差し引いた額により算出。 

 

○請求の根拠    民法第709条（不法行為による損害賠償）及び 

第719条第１項（共同不法行為者の責任） 

 

○訴訟の進行状況  全９件、第一回口頭弁論期日（令和４年２月18日・同年３月 

３日）を終了し、係属中 
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